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総務省

Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４ Ｂ５

交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯支援枠等
分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯支援枠等
分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対象外経

費等）

総事業費に係る
事務費

合計  387,036  371,257  -  98,425  10,951  -  19,721  242,160  15,779 

令和6年度住民税均等割非課税世帯（3 万 円 ）
＋こど も加算（2 万 円 ）

＋不 足 額 給 付
（令和６年度低所得世帯支援枠等）

1 R6_補正 低所得 ○ ○ ○
低所得世帯支援事業及び不足額給付
分の一体支援事業(R7)

Ⅱ．物価高の克服 ○ －  109,376  109,376  -  98,425  10,951  -  - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　3,499世帯×30千円、子ども加算　512
人×20千円、、定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者　6,599人　
(130,200千円）　　のうちR7計画分
事務費　10,951千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　
使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（3,499世帯）、定額減税を補足する給付
（うち不足額給付）の対象者数（6,599人）

－ ○ － R7.2 R8.3 対象世帯に対して令和7年8月までに支給を開始する ⑤ HPにて明記済みあるいは予定 対象分野に関連しない ホームページ、広報誌 R7補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービ ス

（R6補正）
2  -  - 

令和６年度低所得世帯支援枠等関連の給付費
（家計急変への横出し等・R6補正）

3  -  - 

事務費
（上乗せ・横出し）

4  -  - 

R7補正推奨事業メニューのうち
食料品の物価高騰に対する 特別加算

（ 市 区 町 村 の み 記 載 ）
5 R7 _補 正 推奨事業 ○ ○ ○ 東松島市くらし応援商品券配布事業

Ⅰ．生活の安全保障・物
価高への対応

○
①食料品の物価
高騰に対する特

別加算

④消費下支え等
を通じた生活者

支援
 27,123  27,123  27,123  4,745 

①昨今の米などの食料品物価高騰による家計負担を直接的に軽減し、物価
高騰の影響を受ける市民生活の負担軽減を図るため、市民に対し商品券を
配布することで地域における消費拡大を目指す。
②商品券交付及び事務費
③・6千円×37,332人(R8.1.1時点)　　　　　　　 ＝　223,992千円
※商品券原資分外 231,925千円は、本省繰越とした上で、令和8年度に改め
て実施計画書を提出し、実態に即した額で交付決定額を受ける方針
　・商工会業務委費(換金関係)
　　(※人件費、印刷費等を想定) 　　　　　　　＝ 　11,000千円 
　・郵便局委託費
　　(郵送関係全般(ラベル貼り、封入れ等含)　 ＝ 　11,378千円 
　・その他事務経費
　　(市担当課における事務経費及び電話対応等に伴う人件費)　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    ＝  　4,745千円
④令和8年1月1日時点で、東松島市の住民基本台帳に登録されている市民

－ － － R8.1 R8.1 R8.3 支給率100％を目標とする。 ① HP、広報誌、事業チラシにて明記済みあるいは予定 農林水産・食品分野　 商品券 地域商品券 商品券に使用期限を設ける ホームページ、広報誌等 R7補正（地）

市区町村でR7補正①の事業について複数計画している場合は、１つを
No.５に記入の上それ以外はNo.６以降に記入しL列で当該推奨事業メ
ニューを選択してください。
都道府県でR7補正①の事業を計画している場合は、NO.6以降に記入しL
列で当該推奨事業メニューを選択してください。

6 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○ 保育・教育施設食糧高騰対策事業 米国関税措置 ○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高
騰対策支援

 2,500  2,500  2,500 

①食料品等物価高騰の影響を受けている市内の保育施設及び私立高校の負
担軽減を図るもの。
②市内公立保育所及び私立高校における賄材料費、私立保育施設における
賄材料費高騰に対する負担軽減支援金
③総事業費　2,500千円
■公立保育所
　賄材料費　1カ所あたり200千円×7カ所＝1,400千円
■私立保育施設
○保育園（3か所）
　賄材料費　1カ所あたり200千円×3カ所＝600千円
○小規模保育施設Ａ型（2か所）
　賄材料費　1カ所あたり50千円×2カ所＝100千円　　
○企業主導型保育事業施設（1か所）
　賄材料費　1カ所あたり100千円×1カ所＝100千円
■私立高校
　賄材料費　1カ所あたり300千円×1カ所＝300千円
④市内の公立保育所及び私立保育施設、私立高校

－ － － R7.6 R8.3 交付率100％を目標とする。 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
保育所・幼稚園・認定
こども園等

HP、広報紙を活用のほか、対象施設へ通知する R7補正（地）

7 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
介護施設・障がい者施設食料高騰対
策事業

米国関税措置 ○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高
騰対策支援

 7,600  7,521  7,521  79 

①食料品等物価高騰の影響を受けている市内の介護施設・障がい者福祉施
設の負担軽減を実施し、施設利用者への提供サービスの質の向上を図るも
の。
②対象施設における運営経費のうち、食料高騰分に相当する経費の一部
③【区分１】入所施設:7,000円（定員１人当たり）×831人＝5,817,000円
　 【区分２】通所施設:2,000円（定員１人当たり）×890人＝1,780,000円　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　計7,597,000円 ≒　7,600千円
④令和7年9月30日時点で介護又は障害福祉サービスを実施する施設（事業
所）を有する事業者

－ － － R7.6 R8.3 交付率100％を目標とする。 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
障害福祉サービス事業
所・施設等

HP、広報紙を活用のほか、対象施設へ通知する R7補正（地）

8 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○ 学校給食物価高騰対策事業 米国関税措置 ○

②エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う子
育て世帯支援

 9,700  9,700  9,700 

①食料品等物価高騰の影響を受けている影響による児童・生徒健康維持とそ
の保護者への物価高騰による経済的負担の軽減対策を行うもの。
②小・中学校（学校給食）9,702千円
③（小学校）17.01円×1,856人×191日＝6,029,977円
　（中学校）19.82円×　996人×186日＝3,671,774円
　（合計）9,701,751円
※（小学校）ごはん・パン上昇額　R6→R7　　8.8円（炊飯委託費含む）
　（中学校）ごはん・パン上昇額　R6→R7　11.61円（炊飯委託費含む）
　牛乳上昇額　　　　　R6→R7　　8.21円
④小・中学校保護者
※本事業は、児童・生徒の保護者の経済的負担軽減を目的としており、教職
員の給食費相当額については、本交付金事業の対象経費から除外していま
す

－ － － R7.6 R8.3 交付率100％を目標とする。 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定 給食 HP、広報紙を活用のほか、対象施設へ通知する R7補正（地）

9 R7 _補 正 推奨事業 ○ ○ ○ 東松島市子育て応援給付金
Ⅰ．生活の安全保障・物
価高への対応

○
③物価高騰に伴
う子育て世帯支援

 29,860  29,860  29,860  1,860 

①物価高騰による子育て世帯保護者の負担を軽減するための生活支援を行
う。
②子育て世帯への給付金及び事務費
③・5千円×5,600人　　　　　　　　　　　　　　　 ＝ 28,000千円
　・(その他事務費)通信運搬費及び手数料等 ＝ 1,860千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　計＝29,860千円
④「物価高騰対応子育て応援手当」給付対象者

－ ○ － R8.1 R8.1 R8.3 支給率100％を目標とする。 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定 対象分野に関連しない ホームページ、広報誌等 R7補正（地）

10 R7 _補 正 推奨事業 ○ ○ ○ 保育・教育施設物価高騰対策支援金
Ⅰ．生活の安全保障・物
価高への対応

○

⑦医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高
騰対策支援

 3,250  3,250  3,250  - 

①食料品等物価高騰の影響を受けている市内の保育施設及び私立高校の負
担軽減を図るもの。
②市内公立保育所及び私立高校における賄材料費、私立保育施設における
賄材料費高騰に対する負担軽減支援金
③総事業費　3,250千円
■公立保育所
　賄材料費　1カ所あたり250千円×7カ所＝1,750千円
■私立保育施設
○保育園（3か所）
　賄材料費　1カ所あたり250千円×3カ所＝750千円
○小規模保育施設Ａ型（2か所）
　賄材料費　1カ所あたり75千円×2カ所＝150千円　　
○企業主導型保育事業施設（1か所）
　賄材料費　1カ所あたり200千円×1カ所＝200千円
■私立高校
　賄材料費　1カ所あたり400千円×1カ所＝400千円
④市内の公立保育所及び私立保育施設、私立高校

－ － － R8.1 R8.1 R8.3 交付率100％を目標とする。 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
保育所・幼稚園・認定
こども園等

ホームページ、広報誌等 R7補正（地）

11 R7 _補 正 推奨事業 ○ ○ ○ 学校給食米価高騰対策事業
Ⅰ．生活の安全保障・物
価高への対応

○
③物価高騰に伴
う子育て世帯支援

 5,728  5,728  5,728  - 

①米価高騰の影響を受けている児童・生徒の健康維持とその保護者への経
済的負担の軽減対策を行うもの。
②小・中学校（学校給食）5,727千円
③（小学校：児童）10.56円×1,846人×191日＝3,723,308円
　（中学校：生徒）11.03円×　977人×186日＝2,004,394円
　　　　　　　　　　　　　　　（合計）5,727,702円　≒ 5,728千円
④小・中学校保護者
※本事業は、児童・生徒の保護者の経済的負担軽減を目的としており、教職
員の給食費相当額については、本交付金事業の対象経費から除外していま
す。

－ － － R8.1 R8.1 R8.3 交付率100％を目標とする。 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定 給食 ホームページ、広報誌等 R7補正（地）

12 R7 _補 正 推奨事業 ○ ○ ○ 東松島市出身学生等応援事業
Ⅰ．生活の安全保障・物
価高への対応

○
④消費下支え等
を通じた生活者
支援

 5,000  5,000  5,000  - 

①物価高騰の影響を受けた本市出身の学生等の経済負担を軽減し、学業継
続と安定した学生生活を支援することで、将来の本市を担う人材の育成と、若
者や子育て世代に選ばれる地域づくりの推進につなげるもの。
②補助経費(一律 10千円)：5,000千円
③10千円 × 500人 ＝5,000千円　
④令和8年1月1日時点において市内に住所を有する者又は市内に住所を有
していた者(令和8年1月1日時点において、本市に保護者が住所を有する者)
で、児童手当法(昭和46年法律第73号)に規定する児童に該当しない者かつ
大学院、大学、短期大学、高等専門学校(4年生以上)又は専修学校の専門課
程(通信制を含む。)に在学している学生等とする。

－ ○ － R8.1 R8.1 R8.3 交付率100％を目標とする。 ② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定 対象分野に関連しない ホームページ、広報誌等 R7補正（地）

13 R7 _補 正 推奨事業 ○ ○ ○
【R7_補正】介護施設・障がい者施設食
料高騰対策(継続)事業

Ⅰ．生活の安全保障・物
価高への対応

○

⑦医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高
騰対策支援

 10,980  10,980  10,980  - 

①食料品等物価高騰の影響を受けている市内の介護施設・障がい者福祉施
設の負担軽減を実施し、施設利用者への提供サービスの質の向上を図るも
の。
②対象施設における運営経費のうち、食料高騰分に相当する経費の一部
③【区分１】
入所施設:10千円（定員１人当たり）×831人＝ 8,310千円
　 【区分２】
通所施設: 3千円（定員１人当たり）×890人＝ 2,670千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     
　計 10,980千円
④令和7年12月1日時点で介護又は障害福祉サービスを実施する施設（事業
所）を有する事業者

－ － － R8.1 R8.1 R8.3 交付率100％を目標とする。 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
介護サービス事業所・
施設等

ホームページ、広報誌等 R7補正（地）

14 R7 _補 正 推奨事業 ○ ○ ○ 非課税世帯生活応援給付金事業
Ⅰ．生活の安全保障・物
価高への対応

○
②物価高騰に伴
う低所得者世帯・
高齢者世帯支援

 36,367  20,667  20,667  15,700  5,967 

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰により影響を受けている生活困窮世
帯に対し、灯油代をはじめとした生活費を緊急的に支援するもの。
②灯油等生活費給付金
③給付金　：8,000円×対象世帯数3,800世帯＝30,400千円
　事務経費：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,967千円
　　　　　 計：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　36,367千円
【内訳】 重点交付金充当分：(給付金)　　 　　　 15,200千円
　　　　　　　　　　　　　 　　 (事務経費)　　　 　  　5,467千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 合計 　　　　　 20,667千円　　　　 　
　 　　　　　県補助金活用分：(給付金)　　　　　　15,200千円
　　　　　　　　　　　　　 　　 (事務経費)　　　  　　　 500千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 合計 　　　　　 15,700千円
④非課税世帯

－ ○ － R8.1 R8.1 R8.3 支給率100％を目標とする。 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定 灯油 ホームページ、広報誌等 R7補正（地）

15 R7 _補 正 推奨事業 ○ ○ ○ 東松島市地域食堂運営支援金
Ⅰ．生活の安全保障・物
価高への対応

○
③物価高騰に伴
う子育て世帯支援

 270  270  270  - 

①食料品価格の高騰により、運営負担が増大している市内で活動する地域食
堂に対し、その開催頻度に応じた食材費支援を行うことで、子どもから高齢者
まで地域の方々への食事提供の継続を支える。
②地域食堂運営団体への支援金(活動実績に応じた2段階の支援区分を設定
する。)
③【年間10回以上】（概ね月1回以上）開催
　　　　　 50千円 × 5団体 ＝ 250千円
　【年間3回から9回】
　　　　　 20千円 × 1団体 ＝  20千円
　　　　　　　　　　　　合計：270千円
④令和8年1月1日時点において市内で継続的に地域食堂等を運営し、原則と
して誰でも（または困窮世帯の子どもが）利用できる体制を整えている地域団
体。

－ － － R8.1 R8.1 R8.3 交付率100％を目標とする。 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定 対象分野に関連しない ホームページ、広報誌等 R7補正（地）

16 R7 _補 正 推奨事業 ○ ○ ○
医療機関等向け物価高騰対策支援事
業

Ⅰ．生活の安全保障・物
価高への対応

○

⑦医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高
騰対策支援

 22,030  22,030  22,030  - 

①国が実施する医療分野における物価上昇に対する支援施策のうち、救急
医療を担うといった医療機能の特性も踏まえつつ、診療に必要な経費に係る
物価上昇へ対応するための給付金の支給額に上乗せで市内の医療機関等
（病院・診療所・歯科医院・保険薬局）に対して、緊急かつ確実な支援を行うこ
とで、地域医療提供体制を安定的に確保することを目的とする。
②支援金（国の給付金の支給額に上乗せ）
③病院（20床以上）1床あたり50千円×259床 ＝12,950千円
  救急科加算              　 2,500千円× 2施設＝ 5,000千円
　診療所（内科など）　        100千円×20施設＝ 2,000千円
　診療所（歯科）　　　         100千円×14施設＝ 1,400千円
保険薬局（調剤1～19店舗まで）40千円×17施設＝680千円
 保険薬局（調剤20～ 店舗まで）20千円× 0施設＝    0千円
　計22,030千円
　※国の給付金の支給額に対して概ね1/2となる支援額
④市内医療機関等
病院（病床20床以上）2施設、診療所（内科など）20施設、診療所（歯科）14施
設、保険薬局17施設（対象基準日等：国の物価上昇に対する支援と同一）

－ － － R8.1 R8.1 R8.3 交付率100％を目標とする。 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定 対象分野に関連しない ホームページ、広報誌等 R7補正（地）

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

（単位：千円）

都道府県区分 【04_宮城県】 電話番号 0225-82-1111(内線1242)
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

令和７年度既配分額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤
                                      19,721 

国のR6補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和6年度本省繰越分）

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤　（令和7年5月27日通知分）                                                                                   19,721 

地方公共団体名（コード有り） 04214_宮城県東松島市 メールアドレス chiso@city.higashimatsushima.lg.jp
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②

令和７年度既配分額
国のR 7 補 正 分 （推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥
                                               - 

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和6年度本省繰越分）

小計　交付限度額（R7予備費分）                                                                                   19,721 

都道府県・市町村コード（５桁） 04214
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年７月18日通知分）

担当部局課名 復興政策部復興政策課
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

にかかる交付対象経費                                                                                               - 
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額④

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年8月調査での追加分）

※該当団体のみ

国のR 7 補 正 分 （推奨事業メニュー分）
交付限度額⑥　（令和7年12月１６日通知分）                                                                                 474,085 

担当者氏名
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②にかかる交付対象経費                                                                                      98,425 
国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年12月２日通知分）

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）                                                                                 144,976 

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③にかかる交付対象経費                                                                                      10,951 

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

小計　交付限度額（R7経済対策分）                                                                                 474,085 

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額④
にかかる交付対象経費                                                                                               - 

今回配分予定額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

今回配分予定額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤
                                               - 

国 の R 6 補 正 等 分 （令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7予備費分）

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費                                                                                      19,721 

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

【 調 整 後 】 今回配分予定額
国のR 7 補 正 分 （推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥
                                    242,160 小計　交付限度額②

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7経済対策分）

国のR 7 補 正 分 （推奨事業メニュー分）　交付限度額⑥
にかかる交付対象経費                                                                                    242,160 

今回配分予定額
国 の R 6 補 正 等 予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和6年度本省繰越分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（その他）

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分にかかる交付対象経費
※事務連絡は該当団体のみに通知                                                                                               - 

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年７月18日通知分）

今回配分予定額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年8月調査での追加分）

※該当団体のみ

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年12月２日通知分）

※記載は不要

配分予定額計
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

配分予定額計
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤
                                      19,721 

国のR6補正等（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（今回追加分）

※【調整前】今回配分予定額
推奨事業メニュー（R7補正）交付限度額⑥                                                                                 242,160 

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

小計　配分予定額計
（R7予備費分）                                       19,721 

※【調整前】本省繰越額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）交付限度額⑥                                                                                 231,925 

配分予定額計
国 の R 6 補 正 等 予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

本省繰越の追加希望額　手動入力分
（調整用）                                                                                            - 

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③

配分予定額計
国のR 7 補 正 分 （推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥
                                    242,160 

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和６年度本省繰越分）

配分予定額計
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

小計　配分予定額計
（R7経済対策分）                                     242,160 

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年７月通知分）

小計　配分予定額計
（R6経済対策分）

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年12月通知分）

小計　交付限度額④
令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分　交付限度額

※事務連絡は該当団体のみに通知                                                                                            - 

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分 配分予定額計
※事務連絡は該当団体のみに通知

小計　交付限度額（R6経済対策分）

配分予定額計                                                               371,257 移替先  交付限度額計                                                                                 609,911 

Ｂ２

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通知の発出状況に
定義されている対象分野)

交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策分）

R7経済対策等にかかる本省繰越希望額記載欄
【 調 整 後 】 本省繰越希望額　

（R 7 補 正 により措置された推奨事業メニュー分　交付限度額⑥に係る希望額）
（交付限度額⑥を上限とする）

                                                  231 , 925  

推奨事業メニューの本省繰越希望額の調整欄

小計　交付限度額③                                                                     17,680 

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

枠

地
方
単
独
事
業

エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰の影響を
受けた生活者等
に対して事業の
効果が直接及ぶ

臨時の措置であるこ
とが分かる事業名称

としている
交付対象事業の名称 経済対策等との関係

対象外経費に臨
時交付金を充当

していない

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メニュー①について、②～④にも関連する場合

は、M～O列に追加で選択してください。

※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者等支援
個人を対象とした

給付金等
基金 事業始期 支援開始時期 事業終期 成果目標（可能な限り定量的指標を設定） 国の重点支援地方交付金が活用されている旨の明記

備考1
(重点支援地方交付金
の追加を踏まえた各
省庁の通知の発出状
況に定義されている

対象分野)

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ

【R7補正のみ】
備考2

「農林水産・食品分野」
「中小企業・小規模事業者
の賃上げ環境整備」におけ

る細分化項目

備考3
商品券等を活用した事業を行う場合、Q＆A等ふまえた対応に

ついて記載

備考4
実施状況の公表等について

（HP、広報紙など）
備考5 自治体での予算区分「推奨事業メニュー例よりも更に効果があると

判断する地方単独事業」を選択した場合の、よ
り効果があると考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ
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04214_宮城県東松島市_r7_3(R8.2.2修正後).xlsx

Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４ Ｂ５

交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯支援枠等
分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯支援枠等
分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対象外経

費等）

総事業費に係る
事務費

Ｂ２

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通知の発出状況に
定義されている対象分野)

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

枠

地
方
単
独
事
業

エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰の影響を
受けた生活者等
に対して事業の
効果が直接及ぶ

臨時の措置であるこ
とが分かる事業名称

としている
交付対象事業の名称 経済対策等との関係

対象外経費に臨
時交付金を充当

していない

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メニュー①について、②～④にも関連する場合

は、M～O列に追加で選択してください。

※参考

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者等支援
個人を対象とした

給付金等
基金 事業始期 支援開始時期 事業終期 成果目標（可能な限り定量的指標を設定） 国の重点支援地方交付金が活用されている旨の明記

備考1
(重点支援地方交付金
の追加を踏まえた各
省庁の通知の発出状
況に定義されている

対象分野)

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ

【R7補正のみ】
備考2

「農林水産・食品分野」
「中小企業・小規模事業者
の賃上げ環境整備」におけ

る細分化項目

備考3
商品券等を活用した事業を行う場合、Q＆A等ふまえた対応に

ついて記載

備考4
実施状況の公表等について

（HP、広報紙など）
備考5 自治体での予算区分「推奨事業メニュー例よりも更に効果があると

判断する地方単独事業」を選択した場合の、よ
り効果があると考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ
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17 R7 _補 正 推奨事業 ○ ○ ○ 農業資材等価格高騰対策事業
Ⅰ．生活の安全保障・物
価高への対応

○
⑧農林水産業に
おける物価高騰
対策支援

 10,102  10,102  10,102  - 

①物価高騰の影響により、肥料や資材、配合飼料等の高騰により生産経費の
負担が増加し、経営状況が悪化している農業者に対して、事業継続を下支え
するための支援金を支給するもの。
②1)【園芸農業者】エネルギー価格や原材料費の高騰下における経営拡大や
改善に必要な機械設備等の導入、園芸用ハウスの整備や改修に係る経費の
一部（補助率：1/3以内、上限：300千円）、販売用の園芸生産に係る肥料高騰
分の一部（補助率：1/3以内）
　2)【畜産業者】牛及び豚に給与する配合飼料高騰分の一部
③1)機械等支援金　　　　300千円　×　10件　＝ 3,000千円
　　 肥料支援金（施設）　30,000円/10a × 2,235a　× 1/3 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ≒ 2,235千円
　　肥料支援金（露地）　15,000円/10a × 7,133a　× 1/3 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　≒ 3,567千円　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 計8,802千円　
　2)配合飼料支援金　650ｔ× 2千円 　＝ 　1,300千円　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）、2）合計：10,102千円
④園芸農業者、畜産業者

－ － － R8.1 R8.1 R8.3 交付率100％を目標とする。 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定 肥料等農業資材 ホームページ、広報誌等 R7補正（地）

18 R7 _補 正 推奨事業 ○ ○ ○ ひがしまつしま３割増商品券発行事業
Ⅰ．生活の安全保障・物
価高への対応

○
①食料品の物価
高騰に対する特
別加算

④消費下支え等
を通じた生活者

支援
 100,000  100,000  100,000  - 

①物価高騰により消費が減少したことを踏まえ、購買意欲の喚起、地域経済
の活性化を図るため、3割増商品券を販売するもの。
②3割増商品券に係る割増分経費及び事務費（30,000セット発行）
【内訳】　販売価格10,000円、使用額面13,000円　販売セット数：30,000セット
③商品券印刷・販売・換金等に関する経費
　・割増分換金経費　3,000円×30,000セット＝90,000千円
　・運営費補助 10,000千円
④東松島市商工会

－ － － R8.1 R8.1 R8.3 交付率100％を目標とする。 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定 プレミアム商品券 商品券に使用期限を設ける ホームページ、広報誌等 R7補正（地）

19 R7 _補 正 推奨事業 ○ ○ ○ 市民生活維持協力金支給事業
Ⅰ．生活の安全保障・物
価高への対応

○

⑩地域公共交通・
物流や地域観光
業等に対する支
援

 7,150  7,150  7,150  - 

①物価高騰の影響により、車両本体、タイヤ、その他部品等が高騰（前年から
約20％増）しており、
運送事業者（道路貨物運送業、タクシー業、運転代行業を営む事業者）の負
担が増加している中、
エッセンシャルワーカーとして社会インフラの役割が大きい運送事業者の事業
継続を支援するため、
市民生活維持協力金を支給するもの。
②事業全般に活用できる給付金を給付
③１.運送業　　　　13千円×500台＝6,500千円
　２.タクシー業　　13千円× 45台＝　585千円
　３.運転代行業　  13千円×  5台＝　 65千円　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計7,150千円
④市内において道路貨物運送業、タクシー業、運転代行業を営む事業者

－ － － R8.1 R8.1 R8.3 支給率100％を目標とする。 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定
運輸交通・物流・観光
事業者

ホームページ、広報誌等 R7補正（地）
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